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A. 研究目的 

日本の医療費は年々増加の一途をたどっ

ている。2025 年には団塊の世代が 75 歳に

達して後期高齢者が急増し、2040 年には

65 歳以上の高齢者数がピークとなるた

め、今後 20 年間は膨大な医療費がかかる

ことが予想されている。また、日本の高齢

者医療にはかなりの割合で公費が投入され

ているため、今後医療費の膨張を抑えるた

めの手段の一つとして、自己負担の引き上

げについても議論すべき内容である。一般

的に自己負担は３割であるが、70 歳にな

                                                   
1 本研究はリサーチアシスタントである山地雄太氏（一橋大学）の大幅な助力を得て行わ
れた。 

った時点で、現役並み所得者を除いて 2 割

に引き下がる。本論文では、この 70 歳時

点での急激な自己負担減を利用して、不連

続回帰デザイン（RDD）による分析を行

い、受療行動と満足度に与える効果に関す

る分析を行った。自己負担の減少は、患者

にとって医療サービスの実質的な価格が下

がることを意味する。経済学では、価格が

下がることによって消費量を増やすのは、

そのように行動した方が個人にとって効用

が高くなるからである。過去の研究におい

ても 70 歳時点における自己負担減は、外
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2025 年には団塊の世代が後期高齢者となり、2040 年までは高齢者人口が増加し続ける。医療費の膨

張を抑えていくためにも、自己負担率の引上げなども今後検討していく必要があるだろう。本稿におい

ては、日本の医療制度における 70 歳時点での急激な自己負担率の減少を利用し、不連続回帰モデル

（RDD）の手法を用いて、自己負担減が受療行動と満足度に与える影響を分析した。過去、患者調査や

レセプトデータを用いた、似たような研究があったが、今回は患者調査と受療行動調査のリンケージデ
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計的有意な効果を与えるが、満足度に与える効果は見られなかったこと、(4) 自己負担減が健康に与え

る効果は本分析の枠組みにおいては観察されなかったこと、が得られた。 
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来と入院の両方において医療サービスの利

用を増加させることが実証されているが、

それに伴って、満足度も上昇するのだろう

か、というのが今回の分析を行った背景で

ある。また今回、患者調査と受療行動調査

をリンケージさせたデータを用いることが

できたことによって、70 歳における満足

度や金銭的負担感の不連続の観察や、サン

プルを様々なグループに分けたうえで、自

己負担減が与える効果の違いを分析するこ

とができた。 

 

B. 研究方法 

１）データ 

本論文では、患者調査と受療行動調査を

個人単位でリンケージしたデータを利用し

た。2008 年度から 2014 年度までの 3 か年

分のpooledされたクロスセクションデータ

であり、また、先ほども述べた通り、自己負

担の引き下げは、70 歳になった翌月の 1 日

からである。そのため、サンプルの患者の年

齢を月単位にするために計算を行った。 

２）解析対象 

今回はサンプルの患者の年齢を 65 歳か

ら 75 歳にサンプルを限った。医療保険の自

己負担額が引き下がることに対する患者の

行動変容を観察するという趣旨から、生活

保護等を含め自己負担額がゼロのサンプル

を除き、医療保険を利用している患者にサ

ンプルを限定した。 

３）統計解析 

今回の分析では不連続回帰デザイン

（Regression Discontinuity Design：RDD）

を用いて分析を行った。この分析手法を用

いるための前提条件の確認であるが、

Shigeoka(2014)や、Fukushima(2015)も述

べている通り、70 歳時点において、自己負

担減以外のその他の要因のジャンプは生じ

ていないと考えられる。例えば企業からの

引退に関しては、以前は、日本の多くの企業

において定年は 60 歳であった。2006 年に

施行された高年齢者雇用安定法改正によっ

て、60 歳以降の継続雇用、または定年年齢

の 65 歳までの引き上げ、定年制の廃止のい

ずれかの措置を講じることが義務づけられ、

引退年齢は若干延びている可能性はあるが、

それによって 70 歳時点で退職率に大きな

ジャンプが生じているとは考えにくい。ま

た、年金の受給開始年齢も原則は 65 歳であ

って、70 歳の自己負担減と同時ではない。

実際 Shigeoka(2014)が就業率と、所得の年

齢ごとの推移をみているが、実際 70 歳時点

でのジャンプは生じていない。これらの通

り、70 歳時点での、自己負担が引き下げる

こと以外にジャンプが生じていないと言え

るため、自己負担減の効果と、70 歳で変化

が起きた別の要素の効果を区別することが

できるだろう。 

以上の前提条件を確認した上で、実際に

分析を行う推計式は（1）、（2）で示す通り

である。 

 

（推計式） 

= + ( − 70) 

+ ( − 70)× 70  

  + ( − 70)  

  +  ( − 70) × 70  

  +  70 +  

(1) 

70  =  1      ≥ 70
 0   ℎ    

 (2) 
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ここにおいて、 にはそれぞれ、月単位に

換算された年齢 a ごとの(1)患者数の対数値、

(２）金銭的負担感の平均値、(３)満足度の

平均値、が入る。（1）患者数とは年齢ごとに

患者数をカウントし、その数に対数をとっ

たものである。（2）金銭的負担感とは、受療

行動調査の外来患者のみに質問された項目

であり、「今日、病院で請求された金額は負

担に感じますか。」という質問項目に対して、

「１. 負担に感じない」から「５. 負担に感

じる」までの 5 段階で回答するものである。

これを年齢ごとに平均をとったものを利用

した。（3）満足度は、受療行動調査の「全体

としてこの病院に満足していますか。」とい

う項目に対して、「１. 非常に満足している」

から「5. 非常に不満である」までの 5 段階

で回答するものであり、これを年齢ごとに

平均をとったものである。70  は式

（２）にも示す通り 70 歳となり、自己負担

が引き下がった月以降に医療機関にかかっ

ていれば１、それ以外なら０をとるダミー

変数である。また、70 歳で基準化した年齢

に関して 2 乗項まで作成し、それぞれ 70 歳

ダミー変数と交差項を作った。 は誤差項

である。本研究で関心のある係数は であ

り、これが 70 歳での自己負担減が被説明変

数に与える効果を意味する。 

さらに今回、サンプルをいくつかのグル

ープに分けて、それぞれのグループで受療

行動、金銭的負担感、満足度への効果にどの

ような違いがあるかを分析した。まず、2014

年 4 月に自己負担減が 1 割から 2 割へと引

き上げられたので、その違いを見るために、

2008 年、2011 年の pool されたグループと、

2014 年のグループで分けて分析を行う。次

に、普段の健康度合いが良いグループと良

くないグループで分けて分析を行う。普段

の健康状態を聞く質問項目は 2011 年度の

受療行動調査にのみあり、「ふだんの自分の

健康をどのように思いますか。」という質問

に対して、5 段階で回答するものである。今

回は「１. よい」、「2. まあよい」、「3. ふつ

う」と答えた患者を健康なグループ、「4. あ

まりよくない」と「５.よくない」と答えた

患者を健康でないグループとした。次に、一

人当たり世帯収入でグループ分けを行った。

世帯収入に関しては 2011年度と 2014年度

の受療行動調査で外来患者のみに質問され

た項目で、5 段階で回答するものである。そ

れを、同時に質問された「患者と生計を共に

している人数」で割って、一人あたり世帯収

入を求めた。さらにそれを、①100 万円未

満、②100 万～200 万、③200 万以上の 3 グ

ループに分けて分析を行った。また、外来で

は世帯収入と生計を共にする人数を聞いて

いる一方で、入院患者には世帯構成を尋ね

る質問がされており、単身世帯と夫婦のみ

世帯と、子と同居している世帯の３つで分

けている。最後に、外来、入院それぞれで、

患者数の多い上位５疾患で同様の分析を行

った。疾患は患者調査の主傷病名（ICD10

に準拠）を参考にした。以上の変数について

の記述統計量を表１に示す。 

 

C. 研究成果 

1）外来 

まず、外来患者については表２に示す通

りである。まず外来全体では、表２の

Panel. A で示すように、有意水準 5％で

26.8％の増加が確認された。図１のグラフ

においても 70 歳時点でジャンプが生じて
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いるのが確認できる。金銭的な負担感も有

意水準 1％軽減した。しかし病院に対する

満足度に変化は観察できなかった。 

続いて、2014 年より前と 2014 年で分け

て分析を行ったものを表２の Panel. B に

示した。結果はどちらも有意な増加は起き

ていたが、2014 年より前が 21.7％の増加

であるのに対し、2014 年は 34.8％の増加

である。これは予想していた結果とは異な

っている。一方で、金銭的負担感に関して

は、2014 年以降の方が負担感の減りが小

さい。これは、制度変更により自己負担が

1 割から 2 割への引き上げを反映したもの

だと考えられる。満足度は両方とも変化は

ない。 

続いて、普段の健康状態でサンプルを分

けて行った分析結果を表２の Panel. C に

示した。健康度合いで分けた場合、70 歳

時点での受診の増加が観察できなくなっ

た。これは、普段の健康状態を質問項目と

しているのが 2011 年度の受療行動調査の

みなので、サンプルサイズが小さく、標準

誤差が大きくなったことが、有意に結果が

出なくなった要因の一つではないだろう

か。しかし一方で、金銭的負担感は健康・

不健康の両方ともで負担感が軽減してい

た。注目すべきなのは、図２にも示す通

り、普段の健康状態が悪い方のグループ

で、金銭的負担感の軽減幅が大きいことで

ある。満足度に関しては、有意水準 10％

ではあるが不健康なグループにおいて満足

度が改善している。 

 次に一人あたりの世帯収入でサンプルを

分けて分析を行った結果を表２の Panel. D

に示している。結果としては、まず患者数

の変化に関してはいずれのグループでも有

意であったが、一人当たり世帯収入が 100

万円未満のグループのみ、仮説と反し符号

が負となっている。残りの 2 グループに関

しては、100 万から 200 万円のグループが

32.1％、200 万円以上のグループは 38.9％

の増加となっており、一人当たり世帯収入

が大きくなるにつれて、患者数の増加幅が

大きくなっている。また一人当たり世帯収

入別に、金銭的負担感の結果を見てみる

と、いずれも有意に負担感が軽減されてい

る。ただ、200 万円未満の二つのグループ

と比べて、200 万円以上のグループの負担

感減の幅が小さい。満足度に関してはいず

れのグループにおいても、変化はなかっ

た。 

最後に、患者の多い主傷病５つに関し

て、同様の分析を行った結果を表２の

Panel. E に示している。表３に患者数の多

かった順に傷病名を並べて表にしてある。

結果としては、70 歳時点で患者の受診が

増えたのは、糖尿病と脊椎障害（脊柱管狭

窄症など）であった。中でも糖尿病患者は

47.2％と増加率が高い。また、金銭的負担

感に関しても、ほとんどの疾患で負担感は

軽減されているが、特に糖尿病で大きく改

善していることが分かる。満足度に関して

はいずれの疾病も有意な変化はない。 

 

２）入院 

続いて、入院患者に関する結果を表４に

示した。金銭的負担感に関しては、外来患

者のみを対象とした質問なので、入院患者

については、患者数の対数値と、満足度に

ついてのみを被説明変数として分析を行っ

た。 

 まずはサンプルを分割せずに、入院患者
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全体についておこなった分析結果を表４の

Panel A に示している。結果は図３にも示

す通り、有意水準 1％で患者数にジャンプ

が生じており、70 歳時点で 41.7％の増加

である。外来患者全体においては 26.8％で

あったことを考慮すると、入院患者の増加

率は高い。満足度に関しては 70 歳時点で

の変化はない。この後に続く、サンプルを

分けて行った分析においても、70 歳時点

で満足度に有意な変化は起きていないの

で、満足度に関する報告は以後省略する。 

続いて、2014 年の前後でサンプルを分け

て分析を行った。結果は、表４の Panel B

に示している通り、どちらも有意に患者数

が増加しているものの、係数の大きさは

2014 年より前が 28.5％の増加であり、

2014 年度が 58.7％の増加であった。外来

と同様に、予想とは反して 2014 年度の方

が、それ以前よりも大きいという結果であ

る。 

 次に、普段の健康度合いでサンプルを分

けて行った分析結果を表４の Panel C に示

した。結果としては、図４でグラフにも示

す通り、健康的なグループのみで、有意水

準 10％ではあるが、21.8％の増加が観察

された。 

次に世帯構成別にサンプルを分けて分析

を行った結果を表４の Panel D に示した。

その結果は、単身世帯では患者数の増加は

統計的に観察されず、夫婦のみ世帯と子と

同居世帯は共に統計的に有意に増加してお

り、それぞれ 33％と、37.1％の増加であ

る。 

 最後に、患者数の多い上位 5 疾患で分析

を行った結果を表４の Panel E に示してい

る。上位 5 疾患は表５に示す通りである。

その結果、呼吸器及び胸腔内の悪性新生物

と、脳血管疾患による入院患者のみが統計

的に有意に増加していることが確認され

た。 

 

３）健康 

 最後に、自己負担減が健康に与える影響

について分析を行った結果を表６に示し

た。健康度合いを聞く質問は 2011 年度の

受療行動調査にしかない。そのため、グル

ープごとに分けるとサンプルサイズが小さ

くなってしまうため、外来・入院それぞれ

サンプルを分けずに全体で分析を行った。

結果としては、どちらも仮説通り符号はマ

イナスになっているが、統計的に有意では

ない。図５にも見る通り 70 歳時点におい

て健康にジャンプは見られない。 

 

D. 考察 

本研究では、予想通り、外来と入院の両

方で自己負担の引き下げは患者の受療行動

を増加させていることが分かった。また入

院の方が増加幅が大きいのは、入院の方が

外来よりもかかる費用が大きいためである

と考えられる。 

 また、外来におけるグループで分けて行

った分析においては、年度で分けた分析で

は、2014 年は、自己負担減の下がり幅が

1 割から 2 割へと引き上げを反映して、金

銭的負担感の軽減幅が小さくなっている。

また、普段の健康度合いで分けた分析で

は、普段の健康度合いが悪い方のグループ

の方が金銭的負担感の軽減幅が大きいこと

が分かった。これは普段から不健康なグル

ープの場合、医療サービスにかかる費用が

大きい基礎疾患を有していると考えられ、
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実質的に価格が引き下がることで、その負

担感の下がり方も大きく感じられたのでは

ないかと考えられる。また世帯収入別に分

けて行った分析においては、世帯収入の高

い個人の方が、受診行動を増やしていた一

方で、金銭的負担感の軽減は、世帯収入の

最も高いグループにおいて、最も小さくな

っていた。当初、世帯収入の低い世帯こ

そ、価格に敏感に反応し、受診を増やすだ

ろうと予想していたが、実際は、逆の結果

となっており、世帯収入の高い世帯の方が

大きく行動を変化させているということが

確認された。学歴などを聞いている質問項

目がないため詳しくは分析できないが、こ

のことから世帯収入の低いグループの中に

は、自己負担が引き下がる制度を情報とし

て入手できずにいた人たちが多くいたので

はないかと推測される。逆に世帯収入の高

いグループは、そのような情報もより優位

に取得でき、行動を変化できたのではない

だろうか。また、疾患別の分析では、糖尿

病と脊椎障害（脊柱管狭窄症など）におい

て受療行動が増加することが分かった。 

 また入院についてグループ別に分けて行

った分析においては、普段の健康状態がよ

いグループでのみで、受診が増えていた。

これは、Fukushima(2015)と同じ結果であ

る。Fukushima(2015)では、健康の指標

を、チャールソン併存疾患指数を用いてい

たものと、Goldman et al(2004)の８つの

慢性疾患のうち少なくとも一つを症状とし

てもっているかどうかという客観的な指標

を用いてサンプルを分けているが、本研究

において主観的に患者が自分の普段の健康

状態を答えたものにおいても、同様の結果

を得ることができた。やはり病院に行く必

要に迫られている不健康な人よりも、診察

が任意な比較的健康な人たちで受診が増え

ていることが伺える。また疾患別で行った

分析では、呼吸器及び胸腔内の悪性新生物

と脳血管疾患において、受療行動が増加す

ることが分かった。しかし、これらの疾患

において受療行動が増加する特異的な理由

は不明であり、これを解明するには詳細な

病名や治療内容の情報が必要である。 

 また、被説明変数を「満足度」を設定し

たほとんどの分析において、有意な結果が

観察されなかった。これについては、この

「満足度」を聞く質問の趣旨として、医療

機関から受けたサービスに対する満足度を

聞くものであって、請求された金銭を通し

て相対的に感じるものではないからではな

いかと考えられる。69 歳から 70 歳に変わ

って自己負担が引き下がったとしても、医

療機関から受けるサービスの質が高まる訳

ではないからである。 

 また、健康を被説明変数とした場合にお

いても、有意な結果は観察されなかった。

この結果は、Shigeoka(2014), 

Fukushima(2015)とも整合的な内容であ

る。Shigeoka(2014)は死亡率と CSLC の

自己申告の健康度合いを指標として用い、

Fukushima(2015)は、血圧値、コレストロ

ール値、血糖値等を健康の指標として用い

ている。どちらも、70 歳時点では、統計

的に有意なジャンプは生じていない。それ

が今回、受療行動調査における普段の健康

度合いを尋ねる質問を用いても同様な結果

が得られることが分かった。仮に 70 歳時

点で受診が増えたとしても、急に健康が良

くなることはないと考えられる。また、自

覚的な健康状態は長期的に見るべき指標と
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考えられ、RDD という急激なカットオフ

におけるジャンプを見る RDD の枠組みで

の評価は難しいかもしれない。 

 

E. 結論 

以上の内容より、（1）外来・入院の両方

において自己負担減は医療サービスの利用

を増加させ、金銭的負担感を軽減させるこ

と、（2）金銭的負担感は、健康度合いおよ

び一人当たり世帯収入で分けたグループご

とで異なる反応を示したこと、(3) 自己負

担減は金銭的負担感にはおおむね統計的有

意な効果を与えるが、満足度に与える効果

は見られなかったこと、(4) 自己負担減が

自宅的な健康状態に与える効果は本分析の

枠組みにおいては観察されなかったこと、

が得られた。しかし、以上の結果について

も、事前に自己負担率が下がることを知っ

ている患者が 70 歳になるまで診療を遅ら

せる Manipulation などに対して、Donut-

hole RDD などでバイアスを除去するな

ど、より精緻な検証が必要である。 

 

F. 健康危険情報 

特に記載すべき点はありません。 

 

G. 研究発表 

なし 

 

H. 知的財産権の出願・登録状況 

なし 

  



41 
 

 

表１：記述統計量 

図１：外来全体での自己負担減の効果（左上：患者数の対数値、右上：金銭的負担感、左下：満足度） 
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図２：普段の健康度合いで分けた場合（左：健康なグループ、右：不健康なグループ） 

表２：外来患者の自己負担減が受診・金銭的負担感・満足度に与える影響 
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表３：外来患者の患者数の多い疾患 TOP10 

図３：入院全体での自己負担減の効果（左：患者数の対数値、右：満足度） 

図４：入院の普段の健康度合いで分けた場合の自己負担減が受診に与える効果 

（左：健康なグループ、右：不健康なグループ） 
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表５：入院患者の患者数の多い疾患 TOP10 

表４：外来患者の自己負担減が受診・満足度に与える影響 

※ 標準誤差はロバスト標準誤差を用いた。数値は係数を、 ∗, ∗∗, ∗∗∗はそれぞれ有意水準 
10, 5, 1%水準で統計的に有意であることを表す。 
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表６：自己負担減が健康に与える影響 

図５：自己負担減が健康に与える影響（左：外来、右：外来） 

※ 標準誤差はロバスト標準誤差を用いた。数値は係数を、 ∗, ∗∗,  
∗∗∗はそれぞれ有意水準 10, 5, 1%水準で統計的に有意であること 
を表す。 


